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避難の状況
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全国の避難者等の数（都道府県別・施設別／平成２３年７月２８日現在）
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全国の避難者等の数
（都道府県別・施設別／平成２３年７月２８日現在）

１避難所（公民館・学校等Ａ）にいる者 約13,000 人
（前回（７月１４日現在）と比べ約5,000 人減）。
３県以外では１１都県で約1,600 人。

２住宅等（公営住宅・応急仮設住宅・民間賃貸住宅・病院等Ｄ）に入居済みの者
３県以外では約35,000 人 （前回と比べ約3,000 人増）。
３県では76,023 戸（前回と比べ7,800 戸増人数不詳。）。

３住宅等への入居者を除く避難者
（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）で、約52,000 人（前回と比べ約7,000 人減）。

４全国４７都道府県、1,100 以上の市区町村に所在している
（前回と比べ4 市区町村増）。
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全国各地（47都道府県）で、公営住宅や国家公務員宿舎等
を合計53,945戸確保（うち8,621戸は入居済。5月10日現在）。
旅館・ホテル等への一時的移転は、23,411人。
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避難所運営等の支援（雇用創出基金事業の活用）
１．概要

自治体（都道府県、市町村）が直接、あるいは企業やＮＰＯ、商工会、農協、漁協
等に委託することにより、被災された方々を雇用し、避難所運営等に携わっていただ
くことができる「重点分野雇用創造事業」を活用して、避難所運営の円滑化等を図る
ことが考えられます。
関係自治体においては、積極的に活用ください。

２．活用事例
例えば、以下のような業務に携わっていただくことができます。

(1) 避難所・仮設住宅などでの活用飲食の配膳、清掃
食料・資材の調達・運搬
安全パトロール
高齢者・障害者の見守り
運行バスの運転（学校等の送迎）

(2) 行政事務での活用支援物資の仕分け・梱包・配送
避難所等の巡回相談

(3) 復旧・復興事業での活用

内閣府HPより







自衛隊による今後の生活支援等について

被災地における行方不明者の捜索活動、それに
伴う瓦礫処理に一定の進捗が

見られるとともに自衛隊への生活支援に係る
ニーズが減少したことから、自衛隊の派遣規模
を縮小していくものの、必要なニーズに基づき、
引き続き被災者の生活支援等を実施します。

別紙１ 「自衛隊による支援の推移」

別紙２ 「その他の支援状況」

別紙３ 「県集積所（倉庫）の混載物資仕分け支援
について」







地域の絆の力を結集しよう
～孤立死をなくすための被災地へのメッセージ～

被災者の孤立死を防止するための有識者会議
座長 堀田 力

野田武則
稲葉信義
立谷秀清
市川禮子
村井雅清
本間和也
高橋紘士

本年3 月11 日、我が国は未曽有の大震災に見舞われました。亡くなられた多くの方々

のご冥福をお祈り申し上げます。また、一命をとりとめた方々も、その日以来、言葉では
言い尽くせぬほどの苦難を味わっておられます。

震災から3 か月余りが経過し、被災地では今、仮設住宅への入居が進み、避難所での

集団生活がようやく解消に向かいつつあります。その一方で、阪神・淡路大震災で大き
な問題になった、いわゆる「孤立死(孤独死)」の増加が懸念されています。



近年、我が国では、高齢者の社会的孤立が大きな課題と認識されるようになり、高齢
者をはじめ支援を必要とする方々の見守り活動など、地域住民の繋がり、支え合いを確
保していく取組が各地で始まりました。今般、このような取組に各地域で関わってきた関
係者が一堂に会してそれぞれの活動事例を持ち寄り、意見交換を行いました。その中で、
「一人一人が持っている力を活かすことにより、『支援される側』から『支援する側』に回っ
てもらうこと、それを公的にバックアップしていくことが重要」という基本的な認識を共有で
きたと思います。

被災地の方々におかれては、今回の会議資料等を是非とも活用していただき、幅広い
住民が手を携え、それぞれの地域の絆の力で、この大震災を乗り越えた尊い命を守って
ほしいと思います。元気をなくしている方や家の中に閉じこもっている方に気づいたら、
みんなで苦しみを分かち合い、その人が持っているパワーを引き出して、孤立死を防い
でください。そのために、市町村長はじめ行政の方々、福祉関係の方々、NPO 関係の
方々など幅広い関係者が知恵を出し合ってください。

被災地が震災前にもまして住みよい地域社会へと復興を遂げ、被災者の方々が一日
も早く平穏で幸せな暮らしを取り戻せるよう、共に前に進みましょう。



避難所実態把握に当たっての気付きの点

実施主体： 現地との温度差、問題意識の共有

実態把握に対する反応： マスコミ等による取り上げと対応

情報の整理・集約： 情報不足 → 膨大な情報の統合

組織的課題： 組織的経験・知識・資料の継承


